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●京都府議会 2015 年６月定例会で日本共産党の浜田よしゆき議員、成宮まり子議員が行った

討論等を紹介します。 

意見書・決議案討論 

浜田よしゆき議員（日本共産党・京都市北区）      2015年７月７日 
日本共産党の浜田よしゆきです。ただいま議題となっております、意見書案 17 件、決議案３件のうち、

３会派提案の「森林の整備・保全のための財源確保に関する意見書」及び「森林環境税（仮称）の導入を求

める決議」、「農林水産物の輸出促進に向けた施策の拡充を求める意見書」に反対し、３会派提案の「全国水

平社創立宣言と関連資料の『ユネスコ記憶遺産』登録に関する決議」に保留し、その他の意見書・決議案に

賛成する立場で、討論を行います。 

まず、我が会派提案の「憲法違反の戦争法案の廃案を求める意見書」及び「米軍Xバンドレーダー基地の

稼働停止・基地撤去を求める意見書」についてです。国会で審議中の安保関連法案は、審議をすればするほ

ど、憲法違反の戦争法案だということが明瞭になり、法案反対の世論と運動が広がっています。ノーベル物

理学賞受賞者の益川敏英さんをはじめとする戦争法案反対学者アピールは、８千人をこえ、１万人に到達し

ようとしています。93 歳の瀬戸内寂聴さんは、病身を押して国会前で命がけの訴えをされました。そして、

大学生ら若い人たちから戦争法案反対の大きな運動が起きています。自由と民主主義のための学生緊急行動

＝シールズ関西主催の戦争法案反対のパレードには 2,200人の学生が参加しました。府議会にも、戦争法案

廃案の意見書を求める請願が 133団体 2,205人から寄せられました。府内の地方議会では、宇治市と向日市

で戦争法案廃案、京田辺市・八幡市・大山崎町で慎重審議の意見書があがっています。圧倒的な憲法違反の

声、法案反対の国民世論をふまえるならば、戦争法案はただちに、廃案、撤回すべきです。安倍内閣が７月

15日にも衆議院で可決しようとねらっているだけに、今こそ、京都府議会として意見書を採択し、戦争法案

反対の意思を示そうではありませんか。 

さらに京都では、集団的自衛権行使の最前線基地として、米軍Xバンドレーダー基地の建設が強行されて

おり、直接戦闘に巻き込まれる危険も高まっています。しかも、米軍関係者による交通事故や発電機による

騒音、住民への説明のないままの軍属の住宅建設など、住民の安心・安全が脅かされています。政府は、米

軍Xバンドレーダー基地の稼働をただちに停止し、基地撤去を行うよう、米軍に求めるべきです。 

なお、民主党提案の「国民と正面から向き合った安全保障制度の議論を求める意見書」は、政府提出の安
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保関連法案が憲法違反との認識は一致しているので、賛成します。 

次に、「関西電力高浜原発３、４号機の再稼動に反対する意見書」についてです。東京電力福島第１原発

の事故からすでに４年４か月が過ぎようとしていますが、いまだに汚染水問題は解決せず、除染もすすんで

いないもとで、11万２千人もの皆さんがふるさとに帰れず、不自由な避難生活を余儀なくされています。こ

の福島の現実を見れば、もはや原発と人類とは共存できないことは明らかです。それなのに、原発の再稼働

と輸出にしゃにむに突き進む安倍政権のもとで、関西電力は京都府に隣接する高浜原発３、４号機の再稼働

を強行しようとしています。一方、関西電力京都支店前で、毎週金曜日の夕方、「原発再稼働反対」「原発即

時ゼロ」を求めるキンカン行動が、丸３年間も続けられるなど、脱原発の世論と運動は京都でも、全国でも、

広がり続けています。そういうなかで、福井地裁が４月 14 日に、高浜原発の運転を禁じた仮処分決定は、

政府の原発政策に根本から見直しを迫る内容となっています。政府は、福井地裁判決を受けとめて、高浜原

発再稼動計画を撤回し、直ちに廃炉作業に入るべきです。 

次に、「労働者派遣法改悪案の廃案を求める意見書」についてです。安倍内閣は、労働者派遣法改悪案を

衆議院で強行可決し、７月上旬にも参議院で審議入りさせようとしています。衆議院での審議を通じて、同

改悪案が、最長３年という派遣期間の制限を廃止し、３年を超える派遣労働者に直接雇用を申し込むことを

義務づける条項を削除するなど、派遣は「臨時的・一時的」な業務に限る、「常用雇用の代替」禁止という二

つの大原則を根底からくつがえす大問題を抱えていることが明らかになりました。この労働者派遣法改悪案

には、全労連や連合などナショナルセンターの違いを超え多くの労働組合や国民が反対しています。「生涯派

遣」「正社員ゼロ社会」をもたらす大改悪法案は、廃案以外にありません。なお、民主党提案の「雇用の安定

を求める意見書」については、労働者派遣法改悪案に反対し、ブラック企業の問題点にもふれており、賛成

します。 

次に、「TPP交渉から即時撤退することを求める意見書」についてです。関税の原則撤廃などを目指すTPP

交渉は、７月中の大筋合意めざして、動きが激しくなっています。安倍内閣が交渉妥結を急ぐのは、TPPが

「企業がもっとも活動しやすい国」をめざす「成長」戦略の柱であり、安倍首相がアメリカ議会で「TPPは

安全保障上の意義がある」と述べたように、日米同盟を優先してアメリカに奉仕しようとしているからです。

しかし、国会は、コメなど重要品目を守り、国の主権を侵す ISDS（投資家対国家紛争解決）条項に合意し

ないよう求める決議をあげています。政府は、国会決議を守り、これまでの TPP 交渉及び日米協議の交渉

内容について開示するととともに、ＴＰＰ交渉から即時撤退すべきです。なお、３会派提案の「農林水産物

の輸出促進に向けた施策の拡充を求める意見書」は、TPP交渉を促進するものであり、反対です。 

次に、「子どもの医療費助成制度に関する意見書」についてです。京都府の合計特殊出生率は、全国ワー

スト２位の状況にあり、京都府地域創生戦略（素案）でも、基本目標１に、「非常事態ともいうべき少子化の

進行に歯止めをかける」ということが掲げられています。子育てにかかる経済的負担の重さが、少子化の重

要な理由になっています。そこで、京都府及び府内自治体では、子育て家庭への経済的支援施策として、地

方単独事業により子育て支援医療助成制度を実施し、制度の拡充へ取り組んできました。しかし、本来、国

民の生活や社会の安定を守るための基礎的なサービスの提供については、国の責任において環境を整備する

ことが重要であり、全国市長会研究会提言（2015年５月 26日）でも、出産・子育てに関わる医療・教育面

での経済的負担軽減について、ナショナルミニマムとして、国が責任を持つことを提言しています。国の責

任で、子どもの医療費の完全無料化制度を実現するとともに、子育て支援医療等に取り組む自治体への国民

健康保険の国庫負担の減額等ぺナルティは、ただちに中止することを求めます。 

次に、「介護報酬の緊急再改定を求める意見書」についてです。今年４月から実施された介護報酬の引き

下げは、とりわけ、デイサービスや特別養護老人ホームで深刻な影響が出ています。全日本民主医療機関連

合会は６月 17 日、厚生労働省に対して、介護報酬が 2.27％削られ、新たな加算がとれず、経営の見通しが

厳しい小規模事業所の廃業が各地でおこっていることを紹介し、実態調査を行い、報酬引き上げを含めて再

改定することを求めました。同席した日本共産党の小池晃参議院議員は、総理が「（介護報酬の改定で）事業
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の縮小・撤退はあってはならないので、十分に目配りするように厚労省に指示する」という答弁を行ったこ

とを紹介しました。政府は、介護事業者と介護労働者が充実したサービスを提供できるよう、介護報酬を大

幅に引き上げる緊急再改定を行うべきです。なお、３会派提案の「認知症への取組の充実強化を求める意見

書」には賛成しますが、自公政権が介護保険制度を改悪したことへの反省を強く求めるものです。また、同

じく３会派提案の難病対策の充実に関する意見書」にも賛成しますが、難病法によって、医療費助成対象が

広がる一方で、これまでの対象疾患の医療費負担が増大したことは問題だと指摘しておきます。 

次に、「マイナンバー制度実施の中止を求める意見書」についてです。国が国民一人ひとりの社会保障の

利用状況と税の納付状況、所得・資産を一体で把握し、徴税の強化や社会保障費の抑制と削減を効率的に進

めることを目的に、来年１月からマイナンバー制度が施行されようとしています。マイナンバー制度の導入

は、個人のプライバシー侵害の危険性を極めて高くするもので、先行実施されたアメリカや韓国では、成り

すましによる犯罪や情報流出が大きな社会問題となり、見直しや制度を廃止する動きが起こっています。さ

らに、この間起こった年金の情報流出事件の検証も対策も進んでいません。また、従業員を雇う事業主は、

従業員のマイナンバーの運用・管理を行うこととなり、厳しい経営を迫られている中小零細企業にとって、

システムの更新や整備の費用、人的体制の確保など、大きな負担がのしかかります。政府は、マイナンバー

制度実施を中止すべきです。 

次に、「森林環境の整備・保全についての抜本的な対策を求める意見書」についてです。森林は、水源の

涵養、国土の保全、地球温暖化防止などの公益的な役割を持っていますが、歴代政権の中で進められてきた

木材の自由化などによる木材価格の低迷、中山間地域の高齢化などを背景に、森林の荒廃がすすんでいます。

近年、大雨による災害が頻発しているもとで、府域の７５％を森林が占めている京都府でも、森林環境の整

備・保全は、喫緊の課題となっています。そのためには、国の役割が重要ですが、森林整備予算は、平成 20

年度の 1,624億円から、今年度は 1,202億円と大幅に減っています。政府は、国内林業の保護と国土保全を

目的とした林業政策をはじめ、農林水産政策を転換するとともに、森林環境の整備・保全のための抜本的対

策を行うべきです。なお、３会派提出の「森林の整備・保全のための財源確保に関する意見書」及び「森林

環境税（仮称）の導入を求める決議」については、府議会の森林環境の保全等に関する税制研究会でも賛否

がわかれた森林環境税の導入を前提にしているので、反対です。 

最後に、「高校入試制度の抜本的見直しを求める決議」についてです。本年度で２年目を迎えた京都府公

立高校入学者選抜は、前期選抜で 6,436名と、受検者の 55.4％が不合格となり、昨年度に続いて「合格」よ

り「不合格」がはるかに多いという異常な高校入試となりました。保護者からは「前期選抜で不合格となっ

た生徒が中期選抜で同じ高校を受検し合格するなら、なぜ何回も選抜をやる必要があるのか」と、疑問と批

判の声があがっています。中学校の先生からは、「前期試験の１週間前に私学の試験があり、前期試験の結果

発表の３日後には中期試験の願書提出と、進路指導がたいへん」と悲鳴があがっています。京都に先行して

前期選抜制度を導入した府県では、中学３年生にとって不合格体験があまりにも過酷であることから、見直

しが行われ、少なくない府県で前期選抜を廃止しています。本府でも、すべての受検者・保護者へのアンケ

ートを行うなどの検証を行ない、選別や競争を激化させる高校入試制度を抜本的に見直し、前期選抜を廃止

すべきです。最後に、わが党提出の意見書・決議案への賛同を求めて、討論を終わります。 
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議案討論 

成宮まり子議員（日本共産党・京都市西京区）     2015年７月７日 

日本共産党の成宮真理子です。議員団を代表し、ただいま議題となっております議案 17 件のうち、第１

号議案、第４号議案、第５号議案、第 17 号議案の４件に反対し、その他の議案には賛成する立場から討論

いたします。 

第１号議案「平成 27年度京都府一般会計補正予算（第１号）」は、一般会計補正予算４億 4,300万円のう

ち、専用球技場整備費２億円がスタジアム建設に向けた実施設計費とされ、同時に、建設工事費に充てるた

めの債務負担行為 154億円が提案されています。 

しかし、専用球技場については、この間の公共事業評価に係る第三者委員会で、アユモドキなどの環境保

全や治水対策などについてさまざまな疑問や批判の声が出され、委員会として、「事業のスタートは認めるが、

本体工事は次回の再評価委員会まで行わない」「次回に、責任を持って評価する」とされ、本体建設工事の是

非については、異例の結論先送りとなったものです。 

これに先立つ環境保全専門家会議でも、アユモドキの保全に関する今夏の実証実験の結果が出てから計画

を見直すとされ、公共事業評価第三者委員会に出席した環境保全専門家会議座長は「アユモドキの生息に関

わる基本的なことがまだほとんどわかっておらず、ハードな調査内容が必要」「スタートラインにつくのは早

すぎる。実証実験が済んでから評価すべき」との旨、発言されています。 

また、環境保全や治水対策を懸念する意見書等が、環境団体や京都弁護士会などから次々と寄せられると

ともに、スタジアムに隣接する亀岡駅北開発とあわせて、住民による反対運動が広がり、訴訟が起こされる

までに至っているのです。 

にもかかわらず、実施設計費と建設費を提案することは、これ自身が、「スタジアム建設ありき」で何が

何でも突き進む本府の強引な姿勢を示すものであり、許されることではありません。 

さらに、今回の債務負担行為の根拠として、デザインビルド方式を採用するとしていますが、デザインビ

ルドは、設計・建設業務が“業者丸投げ”となり、工事の内容について発注者のチェックが効かず、追加工

事などにより事業費が膨れ上がる危険性も指摘されているなど、公共事業のあり方としても大きな問題があ

る手法です。 

こうした内容について、議会にも府民にも、公共事業評価第三者委員会にも、資料も出さずまともに説明

さえしないまま、府民や専門家の意見に耳を傾けずに、予算提案することは重大です。よって、専用球技場

関連予算は、撤回すべきであり、反対です。 

その他の予算については、府民の暮らしや営業を守るために必要であり、賛成ですが、とりわけ、新設特

別支援学校整備推進費については、府南部に新たな特別支援学校を求める運動と世論にこたえるためにも、

開校が急がれます。児童・生徒がどんどん増え続け、「パンク状態」ともいえる南山城支援学校の現状を見れ

ば、開校予定までの５年間、この状態を放置するわけにはいきません。子どもや保護者、現場の願いにこた

え、分校・分教室などの緊急の対策をとるよう、つよく求めておきます。 

次に、第４号議案「京都府府税条例等一部改正の件」についてです。 

外形標準課税の税率の段階的引き上げを含むものですが、そもそも政府は、庶民への消費税増税とあわせ

て、外形標準課税で、赤字企業にも、資本金や従業員給与など事業規模で広く課税しようとしており、現在

の対象は、資本金１億円以上の企業ですが、基準引き下げ、中小企業への拡大も狙われています。赤字の中

小企業まで対象となれば、伝統産業や中小零細業者の多い京都では、多くの業者が困難に追いやられ、地域

経済は重大な影響を受けることになります。日本商工会議所、全国商工会連合会、全国中小企業団体中央会、

全国商店街振興組合連合会の中小企業４団体なども「影響が甚大であり断固反対」と表明されるなど反対の

声が広がっています。大企業には法人税減税を進め、その財源として中小企業にはきびしく課税するなど許
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されません。よって、第４号議案には反対です。 

次に、第５号議案「住民基本台帳法施行条例等一部改正等の件」についてです。 

国のマイナンバー制度実施に伴う条例改定ですが、そもそも政府は、その目的として、国民一人ひとりの

社会保障の利用状況と税の納付状況を国が一体で把握し、社会保障の抑制と削減を、効率的に進めることを

狙っています。 

同時にいま、125 万件もの年金情報流出事件が起き、国民はマイナンバー制度についても不安を募らせて

います。この間の国会審議でも、100％情報漏えいを防ぐ完全なシステムの構築は不可能であり、意図的に

情報を読み取る人がいること、一度漏れた情報は流通・売買され、取り返しが付かなくなること、情報は集

積されるほど利用価値が高まり攻撃されやすくなること、などが明らかになっており、マイナンバー制度の

実施中止を、真剣に検討することこそ必要です。よって、第５号議案には反対です。 

次に、第 17号議案「関西広域連合規約変更に関する協議の件」についてです。 

関西広域連合の処理する事務、及び経費の負担割合に「スポーツの振興」を追記しようとするものですが、

この間、関西広域連合の動きには、地方自治や住民福祉の向上からみて、重大な問題が浮き彫りになってい

ます。 

関西広域連合に関する 2010 年９月府議会の付帯決議では、「住民自治の原則」が確認され、「特定団体の

利益を代表する」ものとなってはならない、「道州制に転嫁するものではない」とされました。ところが実際

には、多くの住民が反対している大飯原発の再稼働にゴーサインを出す、「道州制」への移行にむけた検討を

進める、危険なオスプレイの飛行訓練を沖縄から関西や全国へと拡大を要請する、全国町村会をはじめとし

た反対世論の前に破たんしている国出先機関の地方移管も推進するなど、国や関西財界の意向に沿った動き

をつよめてきています。このような動きは、地方自治、住民自治とは相容れないものであり、関西広域連合

の拡大強化につながる規約変更は認められません。よって、第 17号議案には反対です。 

なお今回、改悪された教育基本法にもとづき、教育委員会制度を定める法律が改悪され、教育委員長をな

くし、教育長の権限をつよめる制度とされました。そもそも安倍政権のねらいは、自治体の首長が教育行政

を主導する新たな教育委員会制度に切り替えようとするものであり、重大です。そのもとで、地方自治体に

は現行制度での経過措置が設けられているにもかかわらず、本府において新制度への切り替えを急ぐもので

あり、これ自身は問題があることを指摘しておきます。 

最後に一言、申し上げます。府議会６月定例会は、「海外で戦争できる国」づくりへ、安倍政権が「戦争

法案」の強行をねらうなかで開かれ、戦後 70年、「戦争か平和か」というまさに日本の進路を左右する重大

事態に、思想信条の違いを超え、高齢者も若者も立ちあがり、国民世論が劇的に「反対」へと動くなかで、

閉会本会議を迎えました。わが党は、戦前・戦後 93年間、反戦平和の立場でたたかってきた歴史をふまえ、

国会審議で法案の危険性を徹底して明らかにし、国民各層の運動と結んで、戦後最悪の「戦争法案」を廃案

に追い込むため、引き続き全力をつくす決意を表明するものです。以上で討論を終わります。 
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【意見書・決議案採決結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

件名 
議決 

結果 

賛否の状況 

自民 共産 民主 公明 維新 

法曹人口政策の早期見直しと法曹養成制度の抜本的見直し

を求める意見書 可決 ○ ○ ○ ○ ○ 

難病対策の充実に関する意見書 可決 ○ ○ ○ ○ ○ 

認知症への取組の充実強化を求める意見書 可決 ○ ○ ○ ○ ○ 

子どもの医療費助成制度に関する意見書 否決 × ○  ×  ×  × 

地方単独事業に係る国民健康保険の減額調整措置の見直

しを求める意見書 
可決 ○ ○ ○ ○ ○ 

森林環境の整備・保全についての抜本的な対策を求める意

見書 
否決  × ○  ×  ×  × 

森林の整備・保全のための財源確保に関する意見書 可決 ○  × ○ ○ ○ 

農林水産物の輸出促進に向けた施策の拡充を求める意見

書 
可決 ○ ×  ○ ○ ○ 

憲法違反の戦争法案の廃案を求める意見書 否決 × ○  ×  ×  × 

国民と正面から向き合った安全保障制度の議論を求める意

見書 
否決  × ○ ○  ×  × 

労働者派遣法改悪案の廃案を求める意見書 否決  × ○  ×  ×  × 

雇用の安定を求める意見書 否決  × ○ ○  ×  × 

米軍Xバンドレーダー基地の稼働停止・基地撤去を求める意

見書 
否決  × ○  ×  ×  × 

マイナンバー制度実施の中止を求める意見書 否決  × ○  ×  ×  × 

関西電力高浜原発 3、4号機の再稼働に反対する意見書 否決  × ○  ×  ×  × 

介護報酬の緊急再改定を求める意見書 否決  × ○  ×  ×  × 

TPP交渉から即時撤退することを求める意見書 否決  × ○  ×  × ×  

全国水平社創立宣言と関連資料の「ユネスコ記憶遺産」登録

に関する決議 
可決 ○ 退席 ○ ○ ○ 

森林環境税（仮称）の導入を求める決議 可決 ○  × ○ ○ ○ 

高校入試制度の抜本的見直しを求める決議 否決 × ○ × × × 
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【意見書・決議案文紹介】 

可決 提案 自・公・民、賛成：全会派 
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可決 提案 自・公・民、賛成：全会派 
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可決 提案 自・公・民、賛成：全会派 
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否決 提案 日本共産党、賛成：日本共産党、反対：自・公・民・維 
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可決 提案 自・公・民、賛成：全会派 
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否決 提案 日本共産党、賛成：日本共産党、反対：自・公・民・維 
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可決 提案 自・公・民、賛成：自・公・民・維、反対：日本共産党 
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可決 提案 自・公・民、賛成：自・公・民・維、反対：日本共産党 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 15 

否決 提案 日本共産党、賛成：日本共産党、反対：自・公・民・維 
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否決 提案 民主党、賛成：民主党・日本共産党、反対：自・公・維 
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否決 提案 日本共産党、賛成：日本共産党、反対：自・公・民・維 
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否決 提案 民主党、賛成：民主党・日本共産党、反対：自・公・維 
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否決 提案 日本共産党、賛成：日本共産党、反対：自・公・民・維 
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否決 提案 日本共産党、賛成：日本共産党、反対：自・公・民・維 
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否決 提案 日本共産党、賛成：日本共産党、反対：自・公・民・維 
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否決 提案 日本共産党、賛成：日本共産党、反対：自・公・民・維 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

否決 提案 日本共産党、賛成：日本共産党、反対：自・公・民・維 
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可決 提案 自・公・民、賛成：自・公・民・維、保留：日本共産党 
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可決 提案 自・公・民、賛成：自・公・民・維、反対：日本共産党 
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否決 提案 日本共産党、賛成：日本共産党、反対：自・公・民・維 
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【議案採決結果】 

知事提出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案 

番号 
件名 

議決 

月日 

議決 

結果 

賛否の状況 

自民 共産 民主 公明 維新 

第 18号 
京都府道路公社が行う有料道路の建

設許可事項の変更に係る同意の件 
6月 18日 

原案 

可決 ○ ○ ○ ○ ○ 

第 1号 
平成 27年度京都府一般会計補正予

算（第 1号） 
7月 7日 

原案 

可決 
○  × ○ ○ ○ 

第 2号 
京都府再生可能エネルギーの導入等

の促進に関する条例制定の件 
7月 7日 

原案 

可決 
○ ○ ○ ○ ○ 

第 3号 
京都府若者の就職等の支援に関する

条例制定の件 
7月 7日 

原案 

可決 
○ ○ ○ ○ ○ 

第 4号 京都府府税条例等一部改正の件 7月 7日 
原案 

可決 
○  × ○ ○ ○ 

第 5号 
住民基本台帳法施行条例等一部改正

等の件 
7月 7日 

原案 

可決 
○  × ○ ○ ○ 

第 6号 

個人府民税の控除対象となる特定非

営利活動法人への寄附金を定める条

例一部改正の件 

7月 7日 

原案 

可決 ○ ○ ○ ○ ○ 

第 7号 

児童福祉法に基づく児童福祉施設の

設備等の基準に関する条例一部改正

の件 

7月 7日 

原案 

可決 ○ ○ ○ ○ ○ 

第 8号 京都府府営住宅条例一部改正の件 7月 7日 
原案 

可決 
○ ○ ○ ○ ○ 

第 9号 
警察署の名称、位置および管轄区域

に関する条例一部改正の件 
7月 7日 

原案 

可決 
○ ○ ○ ○ ○ 

第 10号 
新総合資料館（仮称）新築工事請負契

約変更の件（主体工事） 
7月 7日 

原案 

可決 
○ ○ ○ ○ ○ 

第 11号 
新総合資料館（仮称）新築工事請負契

約変更の件（電気設備工事） 
7月 7日 

原案 

可決 
○ ○ ○ ○ ○ 

第 12号 

木津川上流流域下水道木津川上流浄

化センター建設工事請負契約変更の

件 

7月 7日 

原案 

可決 ○ ○ ○ ○ ○ 

第 13号 
京都府南警察署庁舎新築工事請負契

約変更の件 
7月 7日 

原案 

可決 
○ ○ ○ ○ ○ 

第 14号 財産無償貸付けの件 7月 7日 
原案 

可決 
○ ○ ○ ○ ○ 
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第 13号 
京都府南警察署庁舎新築工事請負契

約変更の件 
7月 7日 

原案 

可決 
○ ○ ○ ○ ○ 

第 14号 財産無償貸付けの件 7月 7日 
原案 

可決 
○ ○ ○ ○ ○ 

第 15号 
財産取得の件（新総合資料館（仮称）

収蔵・展示設備） 
7月 7日 

原案 

可決 
○ ○ ○ ○ ○ 

第 16号 財産取得の件（警察航空機搭載機器） 7月 7日 
原案 

可決 
○ ○ ○ ○ ○ 

第 17号 
関西広域連合規約変更に関する協議

の件 
7月 7日 

原案 

可決 
○  × ○ ○ ○ 

第 19号 
副知事の選任について同意を求める

件 
7月 7日 

同意 
○  × ○ ○ ○ 

第 20号 
教育委員会教育長の任命について同

意を求める件 
7月 7日 

同意 
○ ○ ○ ○ ○ 

第 21号 
人事委員会委員の選任について同意

を求める件 
7月 7日 

同意 
○ ○ ○ ○ ○ 

第 22号 
公安委員会委員の任命について同意

を求める件 
7月 7日 

同意 
○ ○ ○ ○ ○ 

第 23号 
収用委員会予備委員の任命について

同意を求める件 
7月 7日 

同意 
○ ○ ○ ○ ○ 

第 24号 
土地利用審査会委員の任命について

同意を求める件 
7月 7日 

同意 
○ ○ ○ ○ ○ 

 

 

議案 

番号 
件名 

議決 

月日 

議決 

結果 

賛否の状況 

自民 共産 民主 公明 維新 
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請願審査結果 

【総務・警察常任員会付託分】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受理

番号 

受理 

年月日 

 

件名 審 議

結果 

賛否の状況 

自民 共産 民主 公明 維新 

1～2 6月 15日 

憲法違反の戦争法案を廃案にする意

見書提出を求めることに関する請願

（ほか 1件） 

不採

択 
× ○ × × × 

3～

15 
6月 18日 

憲法違反の戦争法案を廃案にする意

見書提出を求めることに関する請願

（ほか 12件） 

不採

択 
× ○ × × × 

16～

22 
6月 19日 

憲法違反の戦争法案を廃案にする意

見書提出を求めることに関する請願

（ほか 6件） 

不採

択 
× ○ × × × 

23 6月 22日 
憲法違反の戦争法案を廃案にする意

見書提出を求めることに関する請願 

不採

択 
× ○ × × × 

24 6月 22日 

政府が提出している「平和安全法制」

法案を廃案にするための意見書を求

めることに関する請願 

不採

択 
× ○ × × × 

26～

32 
6月 22日 

憲法違反の戦争法案を廃案にする意

見書提出を求めることに関する請願

（ほか 6件） 

不採

択 
× ○ × × × 

33～

72 
6月 23日 

憲法違反の戦争法案を廃案にする意

見書提出を求めることに関する請願

（ほか 39件） 

不採

択 
× ○ × × × 

73～

75 
6月 24日 

憲法違反の戦争法案を廃案にする意

見書提出を求めることに関する請願

（ほか 2件） 

不採

択 
× ○ × × × 

76 6月 24日 

憲法違反の「平和安全法制」法案（11

法案）を廃案にする意見書提出を求め

ることに関する請願 

不採

択 
× ○ × × × 

77～

80 
6月 24日 

憲法違反の戦争法案を廃案にする意

見書提出を求めることに関する請願

（ほか 3件） 

不採

択 
× ○ × × × 
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受理

番号 

受理 

年月日 

 

件名 審 議

結果 

賛否の状況 

自民 共産 民主 公明 維新 

81～

95 
6月 24日 

福祉を破壊する戦争法案を廃案にす

る意見書提出を求めることに関する請

願（ほか 14件） 

不採

択 
× ○ × × × 

96～

97 
6月 24日 

戦争につながる安全保障関連 2法案

（国際平和支援法案、平和安全法制整

備法案）の廃案を求める意見書採択に

関する請願（ほか 1件） 

不採

択 
× ○ × × × 

98 6月 24日 

憲法違反の「平和安全法制」法案を廃

案にする意見書提出を求めることに関

する請願 

不採

択 
× ○ × × × 

99～

134 
6月 24日 

憲法違反の戦争法案を廃案にする意

見書提出を求めることに関する請願

（ほか 35件） 

不採

択 
× ○ × × × 

 

【農商工労働常任委員会付託分】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受理

番号 

受理 

年月日 

 

件名 審 議

結果 

賛否の状況 

自民 共産 民主 公明 維新 

25 6月 22日 TPP交渉に関する請願 
不採

択 
× ○ × × × 

 


